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報第17号 専決処分の報告について 

 令和元年６月13日午前９時頃、多治見市立北栄小学校体育館北側付近で、同校校務員が刈

払機での草刈作業中に、石を飛散させ、同校敷地内通路に駐車中の工事作業用トラックに当

て、同車両左フロントドアガラスを破損させ、損害を与えた。 

これに対する損害賠償額を令和元年７月１日、33,156円と定めた。 

  

報第18号 専決処分の報告について 

 平成31年４月16日午前11時31分頃、羽島市正木町須賀小松122番地付近の信号のない交差点

において、本市職員（子ども支援課所属）の運転する公用車が、優先道路を直進中、左側道

路より一旦停止せず直進して来た普通自動車に衝突され、同車両右側面が破損した。 

これに対する損害賠償額を令和元年７月11日、18,000円と定めた。 

〔過失割合：市側10％、相手側90％〕 

 

報第19号 専決処分の報告について 

 平成31年２月26日午後２時15分頃、市内音羽町３丁目地内の道路において、本市職員（高

齢福祉課所属）の運転する公用車が、国道248号に向け西進中、北側のガソリンスタンドから

左折しようと進入して来た軽自動車に衝突され、同車両右前方が破損した。 

これに対する損害賠償額を令和元年７月17日、50,913円と定めた。 

〔過失割合：市側20％、相手側80％〕 

 

報第20号 専決処分の報告について 

 令和元年５月９日午前11時20分頃、市内笠原町地内の信用金庫駐車場において、本市職員

（笠原小学校附属幼稚園所属）が私有自動車の公務使用の許可を受け運転する軽自動車が、

左隣の駐車スペースに駐車しようと停止していた普通自動車に接触し、同車両右側後方部を

破損させ、損害を与えた。 

これに対する損害賠償額を令和元年８月５日、208,084円と定めた。 

 〔過失割合：市側100％、相手側０％〕 
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報第23号 平成30年度決算に基づく健全化判断比率の報告について 
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報第28号 平成30年度多治見市財政向上指針の実施状況の報告について 

 

平成30年度多治見市財政向上指針の実施状況の報告について

１　収入の増加及び支出の抑制

　債権管理計画で定める収納率を達成するなど財源の確保に努めるとともに、経常経費の抑制に努めます。

諸納付金の収納率

経常経費（普通会計）

２　市債残高（一般会計負担分）の上限

市債残高

一般会計

下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

駐車場事業特別会計

水道事業会計

病院事業会計

※端数処理のため、合計額等が合わない場合があります。

３　基金の適正な管理

（１）　財政調整基金の可処分額を18億円以上確保します。

財政調整基金の可処分額

財政調整基金残高 A

災害復旧経費留保分 B

リスク引当金 C

可処分額（A－B－C）

※端数処理のため、可処分額等が合わない場合があります。

37.9億円 30.4億円 7.5億円

7.0億円 15.0億円 △ 8.0億円

2.0億円 6.4億円 △ 4.4億円

△ 10.8億円

区分 H30年度① H29年度② ①－②

46.9億円 51.8億円 △ 4.9億円

合　　計 433.5億円 442.3億円 △ 8.8億円 546.4億円 557.2億円

19.8億円 20.1億円 △ 0.3億円 39.6億円 40.2億円 △ 0.6億円

1.4億円 1.1億円 0.3億円 6.9億円 5.6億円 1.3億円

－ － － 3.6億円 3.9億円 △ 0.3億円

△ 1.4億円駅北土地区画整理事業特別会計 23.3億円 24.7億円 △ 1.4億円 23.3億円 24.7億円

0.7億円 0.8億円 △ 0.1億円 0.7億円 0.8億円 △ 0.1億円

84.0億円 86.4億円 △ 2.4億円 168.1億円 172.8億円 △ 4.7億円

304.3億円 309.1億円 △ 4.8億円 304.3億円 309.1億円 △ 4.8億円

　一般会計の市債残高並びに特別会計及び企業会計の市債残高のうち、令和元年度までに一般会計で負担すべき残高の合計を470億円、市債
の実残高を590億円以内とします。

会計名
（１）　一般会計負担分 （２）　実残高

H30年度① H29年度② ①－② H30年度③ H29年度④ ③－④

歳出額 263.5億円 262.6億円 0.9億円

歳出構成比 75.0% 76.1% △ 1.1%

29.9%

諸納付金合計
（市税を含む）

現年課税分
目標 98.8% 98.7% 0.1%

実績

1.9%

区分 H30年度① H29年度② ①－②

98.9% 98.9% 0.0%

滞納繰越分
目標 27.8% 27.7% 0.1%

実績 31.8%

区分 H30年度① H29年度② ①－②

市　税

現年課税分
目標 98.7% 98.7% 0.0%

実績 99.0% 99.1% △ 0.1%

滞納繰越分
目標 30.0% 30.0% 0.0%

実績 38.5% 37.2% 1.3%
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（２）　市債償還対策基金は、令和元年度までに５億円（合併特例債償還分を除く。）を積立てます。

市債償還対策基金（合併特例債償還分を除く）

※端数処理のため、残高が合わない場合があります。

（３）　修繕引当基金は、年度末残高を５億円以上確保します。

修繕引当基金

※端数処理のため、残高が合わない場合があります。

（４）　職員退職手当基金は、令和元年度までに20億円を積立てます。

職員退職手当基金

※端数処理のため、残高が合わない場合があります。

（５）　庁舎建設基金は、令和４年度までに20億円を積立てます。

庁舎建設基金

※端数処理のため、残高が合わない場合があります。

（６）　地域振興基金の年間処分額は、上限１億円とします。

地域振興基金

※端数処理のため、残高が合わない場合があります。

1.1億円 0.0億円 6.3億円

2.0億円 0.0億円 16.1億円

0.1億円 0.0億円 20.0億円

0.0億円 0.0億円 12.7億円

0.0億円 12.0億円

0.3億円 18.2億円

年度 積立額 取崩額 残高

H27年度 1.4億円 0.0億円 2.3億円

H28年度 2.9億円 0.0億円 5.2億円

H26年度 0.2億円 0.0億円 0.9億円

H30年度 0.1億円 0.0億円 6.4億円

年度 積立額 取崩額 残高

H26年度 3.1億円 0.0億円 14.2億円

H27年度 1.6億円 1.4億円 14.4億円

H28年度 1.0億円 2.8億円 12.7億円

H30年度 0.0億円 0.0億円 12.7億円

H29年度

年度 積立額 取崩額 残高

年度 積立額 取崩額 残高

H29年度

H28年度 1.7億円 0.0億円 19.9億円

H30年度 0.0億円 0.0億円 20.0億円

H29年度

H26年度 1.6億円 1.6億円 18.0億円

H27年度 0.4億円

H30年度 0.0億円 0.8億円 18.7億円

H28年度 2.0億円 0.0億円 14.1億円

H30年度 1.0億円 0.0億円 17.1億円

H29年度

H26年度 1.0億円 0.0億円 11.0億円

H27年度 1.0億円

年度 積立額 取崩額 残高
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議第98号 多治見市犯罪被害者等支援条例を制定するについて 

 １ 目的（第１条関係） 

この条例は、犯罪被害者等基本法に基づき、本市における犯罪被害者等の支援に関し、

基本理念を定めるとともに、市、市民及び事業者の責務を明らかにし、市の施策の基本と

なる事項を定めることにより、犯罪被害者等が必要とする施策を総合的に推進し、もって

犯罪被害者等が受けた被害の軽減及び回復を図ることを目的とする。 

 ２ 主な内容 

  (１) 基本理念（第３条及び第４条関係） 

ア 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等が平穏な生活を取り戻すまでの間、被害者の

状況及び原因、犯罪被害者等が置かれている状況その他の事情に応じ、適切に途切れ

ることなく実施されるものとする。 

イ 犯罪被害者等の支援は、個人情報の適正な取扱いの確保等により、二次的被害を生

じさせないよう実施されるものとする。 

ウ 犯罪被害者等の支援は、その犯罪等の種類及び性質に応じ、犯罪被害者等の心理に

配慮するとともに、望まない干渉を行わないよう実施されるものとする。 

エ 犯罪被害者等の支援は、犯罪等により害を被った者のみならず、その家族及び遺族

に対しても、その状況に応じて適切に実施されるものとする。 

オ 犯罪被害者等の支援は、犯罪の事実及び加害者の特定を行うものではないことに留

意しなければならない。 

(２) 市の責務（第５条関係） 

市は、基本理念にのっとり、関係機関等との適切な役割分担を踏まえて、犯罪被害者

等の支援に関する施策を策定し、及び実施するとともに、犯罪被害者等の支援に関する

施策が円滑に実施されるよう、関係機関等と相互に連携し、及び協力するよう努めるも

のとする。 

(３) 市民の責務（第６条関係） 

市民は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている状況及び犯罪被害者等の

支援の重要性について理解を深め、二次的被害を生じさせることがないよう十分に配慮

し、市及び関係機関等が実施する犯罪被害者等の支援に関する施策に協力するよう努め

なければならない。 

(４) 事業者の責務（第７条関係） 

事業者は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等がその被害に係る法的手続に適切に関

与することができるよう、その勤務について、十分に配慮するよう努めなければならな

い。 

(５) 相談及び情報の提供等（第８条関係） 

市は、犯罪被害者等が直面している問題について相談に応じ、必要な情報の提供及び

助言を行うとともに、関係機関等と連絡調整を行うものとし、それらの支援を行うため

の窓口を設置するものとする。 

(６) 経済的負担の軽減（第９条関係） 

市は、犯罪被害者等が日常生活に支障を来すことがないよう、犯罪等に起因する経済



6 

的負担の軽減を図るため、必要な施策を実施するものとする。 

(７) 市民及び事業者の理解の増進（第10条関係） 

市は、犯罪被害者等の支援について市民及び事業者の理解を深めるための施策を実施

するものとする。 

(８) 犯罪被害者等の支援に取り組む者に対する研修等（第11条関係） 

市は、犯罪被害者等が適切な支援を受けられるようにするため、犯罪被害者等の支援

に取り組む者に対し、研修その他の必要な施策を実施するものとする。 

(９) 民間支援団体に対する支援（第12条関係） 

市は、民間支援団体が適切かつ効果的に犯罪被害者等の支援を推進することができる

よう、情報の提供その他の必要な施策を実施するものとする。 

３ 施行日 

  令和元年10月1日 

 

【政策の背景及び提案までの経緯（議会基本条例第13条第１号関係）】 

平成28年４月に第３次犯罪被害者等基本計画が制定され、自治体における見舞金制度の

導入と被害者支援条例の制定に向けた警察の支援促進が掲げられた。 

犯罪被害者等基本法第５条で、地方公共団体の責務として、地域の状況に応じた施策を

策定し、及び実施する責務を有することが規定され、これを受け岐阜県内の各市も条例制

定が進んだところ。 

平成31年４月１日現在で、岐阜県内42市町村のうち37市町村で条例が制定されている。 

【市民参加状況報告（市民参加条例第７条第３項、議会基本条例第13条第４号関係）】 

パブリック・コメント手続 

[案 件] （仮称）多治見市犯罪被害者等支援条例の制定について 

[実施期間] 令和元年７月９日から同年８月８日まで。 

[寄せられた意見と市の回答]  

（意見の要旨） (１)   

ア 条例には警察、ぎふ犯罪被害者支援センターとの連携に加え、

性犯罪被害者の支援に迅速に対処できるよう多治見市医師会との

連携を加えていただきたく要望します。 

イ ぎふ犯罪被害者支援センターで活動している支援活動員の高齢

化等も問題になっており、多治見市の将来を見据え、多治見市に

よる支援活動員の養成を望みます。 

        (２)  

ア 被害者等がパニック状態の早期段階で出向くことになる窓口は、

いかに人のぬくもり、優しさ、寄添いの心を感じることができる

対応ができるかが重要であり、今後の支援につながる大切な窓口

であると考えます。 

イ 支援は命のある限り終わりがないため、施策の定期的な見直し

を行いながら継続的に取り組むことが重要で、市、県、国、連携
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機関の役割、民間団体、自助グループなどが関わり続けることを

条例で明記してほしいと考えます。 

ウ 支援条例は、犯罪被害者等だけでなく、市民全員が関わる条例

であることを軸に施策展開をし、被害者及び被害者家族、遺族が

支援を必要としていることを市民全体で理解し、仮に被害者等に

なったとしても安心して暮らしていけるまちづくりをしていただ

きたいと思います。 

（市の考え方） (１) 

ア 性犯罪被害者等の支援については、岐阜県が県内すべての被害

者の支援ができるよう「ぎふ性犯罪被害者支援センター」を設け、

ぎふ犯罪被害者支援センターに事業を委託しています。また、事

業の実施にあたっては、岐阜県医師会（産婦人科医会）と協定を

締結し県内各市の医師の協力を得て、対応しています。 

多治見市としては、岐阜県、ぎふ犯罪被害者支援センターと連

携をより密にし、必要に応じて関係機関と協議しながら進めてい

きたいと考えています。 

イ 犯罪被害者等が適切な支援を受けられるようにするため、多治

見市においても研修等必要な施策を展開し、実施していきます。 

        (２) 

         ア 犯罪被害者やその家族、遺族が最初に手続に来る市役所の窓口

で二次被害に遭うことがないよう、研修等を通じて理解を深める

施策を展開していきます。 

イ 基本理念に「犯罪被害者等の支援は適切に途切れることなく実

施されるもの」であることを掲げ、市の責務として「関係機関等

（国、岐阜県、岐阜県警察、その他の関係機関及び犯罪被害者等

の支援を行う民間団体等）と適切な役割分担を踏まえて、相互に

連携し、協力し支援を進めていくこと」を規定しています。また、

必要に応じて適宜見直しをしながら、犯罪被害者等の支援施策を

実施していきます。 

ウ 犯罪被害者等の支援は条例を制定して終わりというものではな

く、今後の施策展開が重要になってくると考えています。様々な

方の意見を伺いながら、必要に応じて施策を見直し、より寄添っ

た支援ができるようにしていきます。 

 

議第99号 多治見市小泉交流センターの設置及び管理に関する条例を制定するについて 

 １ 制定趣旨 

   多治見市小泉町地内に、地域交流スペースと児童センターからなる複合施設を設置する

ため、設置及び管理に関する条例を制定する。 

 ２ 主な内容 
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  (１) 多世代交流の促進、多機能化による市民の利便性の向上並びに児童の健康の増進及

び情操のかん養を図るため、多治見市小泉交流センター（以下「交流センター」とい

う。）を設置する（第１条関係）。 

(２) 交流センターの名称及び位置は、次のとおりとする（第２条関係）。 

ア 名称 多治見市小泉交流センター 

イ 位置 多治見市小泉町７丁目178番地 

(３) 交流センターに会議室、郷土資料コーナー及び運動場（以下「地域交流スペース」

という。）並びに児童福祉法の規定による多治見市小泉児童センター（以下「児童センタ

ー」という。）を置き、次に掲げる事業を行う（第３条及び第４条関係）。 

ア 地域交流スペース 

    (ア) 会議、展示会及び市民活動のための施設提供に関すること。 

(イ) その他地域交流の促進のための施設提供に関すること。 

イ 児童センター 

(ア) 運動を主とする遊びを通して行う児童の体力増進指導に関すること。 

(イ) 健全な遊びを通して行う児童の集団的及び個別的指導に関すること。 

(ウ) 子ども会、母親クラブ等の地域組織活動の育成助長に関すること。 

(エ) その他児童の健康を増進し、又は情操を豊かにするために必要な事業 

(４) 交流センターの管理は、指定管理者制度により行う（第６条関係）。 

(５) 交流センターの開館時間及び休館日は、規則で定める（第８条関係）。 

(６) 交流センターの施設（運動場を除く。）の使用者は、児童センターを個人で使用する

児童を除き、次に定める使用料を納入しなければならない（第13条及び別表関係）。 

区分 使用料(１時間までごとに) 
冷暖房設備使用料(１時間まで

ごとに) 

大会議室 310 円 100 円 

小会議室 210 円 100 円 

遊戯室 390 円 100 円 

運動場 390 円 ― 

(７) 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が別に定めるところにより、その全部

又は一部を還付することができる。また、指定管理者は、市長が別に定めるところによ

り、使用料を減免することができる（第14条及び第15条関係）。 

(８) 市長は、(６)の表に掲げる部屋及び運動場を、その用途又は目的を妨げない限度に

おいて、目的外に使用させることができる（第17条関係）。 

(９) この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める（第20条関係）。 

 ３ 施行日 

   令和２年４月１日 

 

【政策の背景及び提案までの経緯（議会基本条例第13条第１号関係）】 

老朽化した大原児童館の建替えにあたり、児童センター機能を持ち多世代交流の促進及

び多機能化による利便性の向上を目的とした複合施設として小泉交流センターを設置する
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こととした。 

【市民参加状況報告（市民参加条例第７条第３項、議会基本条例第13条第４号関係）】 

パブリック・コメント手続 

[案 件] （仮称）小泉交流センターの設置及び管理に関する条例について 

[実施期間] 令和元年５月28日から同年６月27日まで。 

[寄せられた意見と市の回答] 提出された意見なし。 

 

議第100号 多治見市精華交流センターの設置及び管理に関する条例を制定するについて 

１ 制定趣旨 

   現在の精華公民館に本土児童館を統合し、児童館と公民館からなる複合施設を設置する

ため、設置及び管理に関する条例を制定する。 

 ２ 主な内容 

  (１) 児童の健康の増進及び情操のかん養並びに文化・生涯学習の振興並びに市民の連帯

意識の醸成を図るため、多治見市精華交流センター（以下「交流センター」という。）を

設置する（第１条関係）。 

(２) 交流センターの名称及び位置は、次のとおりとする（第２条関係）。 

ア 名称 多治見市精華交流センター 

イ 位置 多治見市上野町４丁目23番地の１ 

(３) 交流センターに児童福祉法及び社会教育法の規定により、多治見市精華児童館（以

下「児童館」という。）及び多治見市精華公民館（以下「公民館」という。）を置き、次

に掲げる事業を行う（第３条及び第４条関係）。 

ア 児童館 

(ア) 運動を主とする遊びを通して行う児童の体力増進指導に関すること。 

(イ) 健全な遊びを通して行う児童の集団的及び個別的指導に関すること。 

(ウ) 子ども会、母親クラブ等の地域組織活動の育成助長に関すること。 

(エ) その他児童の健康を増進し、又は情操を豊かにするために必要な事業 

イ 公民館 

    (ア) 講座、講習会、講演会、展示会等の開催に関すること。 

(イ) 図書、記録、資料等の収集及び提供に関すること。 

(ウ) 文化・生涯学習の活動支援に関すること。 

(エ) 会議、展示会及び市民活動のための施設提供に関すること。 

(オ) その他文化･生涯学習の振興のために必要な事業 

(４) 交流センターの管理は、指定管理者制度により行う（第６条関係）。 

(５) 交流センターの開館時間及び休館日は、規則で定める（第８条関係）。 

(６) 交流センターの施設の使用者は、児童館を個人で使用する児童を除き、次に定める

使用料を納入しなければならない（第13条及び別表関係）。 

区分 

使用料（午前９時から始まる

１時間ごとの区分及び午後８

時からの１時間30分の区分に

冷暖房設備使用料（１時間ま

でごとに） 
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つき） 

大ホール 990円 210円 

遊戯室 620円 210円 

研修室 350円 100円 

会議室 210円 100円 

多目的実習室 350円 100円 

和室 210円 100円 

 ※ 多目的実習室において、調理設備を使用する場合は、100円を加算する。 

(７) 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が別に定めるところにより、その全部

又は一部を還付することができる。また、指定管理者は、市長が別に定めるところによ

り、使用料を減免することができる（第14条及び第15条関係）。 

(８) 市長は、(６)の表に掲げる部屋を、その用途又は目的を妨げない限度において、目

的外に使用させることができる（第17条関係）。 

(９) この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める（第20条関係）。 

 ３ 施行日 

   令和２年４月１日 

 

【政策の背景及び提案までの経緯（議会基本条例第13条第１号関係）】 

本土児童館の老朽化への対応として、精華公民館の一部を増築・改修して児童館機能を

統合し、市民の利便性の向上及び多世代交流の促進に資する複合施設として多治見市精華

交流センターを設置することとした。 

【市民参加状況報告（市民参加条例第７条第３項、議会基本条例第13条第４号関係）】 

パブリック・コメント手続 

[案 件] （仮称）精華交流センターの設置及び管理に関する条例等の制定について 

[実施期間] 令和元年６月４日から同年７月４日まで。 

[寄せられた意見と市の回答] 提出された意見なし。 

 

議第101号 多治見市タバコの害から市民を守る条例を制定するについて 

１ 制定趣旨 

   タバコによる健康被害等（望まない受動喫煙等による健康被害並びにタバコによる火傷

等の身体への被害及び焼損等の物への被害をいう。）を未然に防止し、もって市民の健康及

び安全を守るため、公共の場における喫煙の制限等に関し必要な事項を定める。 

 ２ 主な内容 

(１) 市、市民並びに事業者及び施設等の管理権原者の責務を定める（第３条～第５条関

係）。 

(２) 歩きタバコ等（自転車に乗車中を含む。）を禁止することとする（第７条関係）。 

(３) 特に喫煙を禁止すべき区域として市長が別に定める区域において、喫煙を禁止する

こととする（第８条関係）。 
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(４) 望まない受動喫煙等に係る配慮義務及び保護者の責務を定める（第９条及び第10条

関係） 

(５) 第１種施設の管理権原者は、特定屋外喫煙場所を設けないよう努めなければならな

いこととする（第11条関係）。 

(６) 第２種施設等の管理権原者は、加熱式たばこ専用の喫煙室に代わり、喫煙専用室を

設置するよう努めなければならないこととする（第12条関係）。 

(７) 既存特定飲食提供施設の管理権原者は、喫煙可能室に代わり、喫煙専用室を設置す

るよう努めなければならないこととする（第12条関係）。 

(８) 屋内に喫煙できる場所がない特定施設等の管理権原者は、その旨を記載した標識を

掲示するよう努めなければならないこととする（第13条関係）。 

(９) 市が設置又は管理する公用又は公共の用に供する施設は、禁煙とする（第14条関

係）。 

(10) 人の居住に供する場所、旅館の客室、主に車両の交通の用に供する場所、河川敷等

は、(５)から(９)までを適用しない（第15条関係）。 

(11) 市長は、(２)及び(３)に違反して喫煙した者に対し、指導を行うものとする（第16

条関係）。 

 ３ 施行日 

   令和２年４月１日 

 

【政策の背景及び提案までの経緯（議会基本条例第13条第１号関係）】 

本市では、平成13年度に「たじみ健康ハッピープラン」を策定し、平成15年度に市有施

設屋内禁煙、平成19年度に路上禁煙地区の指定、平成22年度に公共施設敷地内禁煙を行う

など喫煙対策を全国に先駆けて実施し成果を上げてきた。 

また、今般の健康増進法の一部改正に関する通知（平成31年１月22日付厚労省健発0122

第１号「健康増進法の一部を改正する法律」の一部の規定の施行について（受動喫煙対

策））において、地方公共団体の責務に関する事項として、各地方自治体の実情に応じた条

例の策定等を通じた望まない受動喫煙が生じない環境づくりに留意し、望まない受動喫煙

が生じない環境の整備を行うよう努めることとされたところである。 

【市民参加状況報告（市民参加条例第７条第３項、議会基本条例第13条第４号関係）】 

パブリック・コメント手続 

[案 件] （仮称）多治見市タバコの害から市民を守る条例の制定について 

[実施期間] 令和元年７月８日から同年８月７日まで。 

[意見提出者の内訳] 

（人） 

合計 市内 市外 県外 不明 

626 108 58 265 195 
 
 賛成※37 人、反対 588 人、その他１人 

  ※反対意見が１つも記入されていない人を賛成とみなした。 

 

[意見の分野別内訳] 
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（件）※複数回答有 

 

 

 

 

 

 

 

 

[寄せられた意見と市の回答]   

（意見の要旨） (１) 条例の考え方について①国の法律以上に独自の条例を制定する

必要はない。健康増進法が改正されたばかりであり、まずは法律の

着実な推進を図るべき。②多治見市にも多くのたばこ税が入ってい

るが、負担しているのは喫煙者であるため、喫煙者を排除するのは

よくない。 

(２) 条例の名称について①条例名に害と付けるのは反対。タバコは

国が認める嗜好品ではないか。喫煙者を悪者扱いしているように感

じる。 

(３) 喫煙所の設置について①多治見市の条例は喫煙者を全面的に排

除する動きにしか見えない。小規模飲食店に関しては経過措置なし

としているが、居酒屋などではお酒と一緒に喫煙を愉しむ人も多い

はず。店としても死活問題になりかねない。②受動喫煙防止目的と

するのであれば、喫煙禁止場所を設けるとともにたばこ税を活用し

て喫煙場所を設置して「分煙」を推進すればよいと考える。非喫煙

者と喫煙者が共存できる環境作りが市民にとっても多治見市を訪れ

る人にとっても最適と考える。③飲食店に入ると、禁煙場所でもタ

バコのにおいがしたり本当に分煙になっているのか疑問に思う時が

ある。おいしい料理をタバコの煙のない所で、おいしくいただきた

い。禁煙場所を望んでいる人は多くいると思う。 

(４) 加熱式タバコについて①加熱式タバコを紙巻タバコと同等に規

制としているがなぜか。加熱式タバコにおいては、厚生労働省も今

後さらなる研究が必要としていると認識している。同等に規制する

のはおかしい。加熱式タバコは規制対象から除外してほしい。②加

熱式タバコは、煙は出ないが、喫煙者が吐く息の中にも悪いものが

含まれていると聞いている。予防という観点から加熱式タバコと同

様に考えるのは当たり前のこと。加熱式タバコを吸いながら飲食で

きる部屋の設置は認めないことに賛成。 

(５) 路上禁煙地区及び歩きタバコについて①路上禁煙地区を指定し

た地区の境界での紛らわしい喫煙が増えるため、すべて路上禁煙で

分野 条例の 
制定 

条例の 
名称 

喫煙場所
をつくら
ない 

加熱式 
タバコ
の規制 

路上禁煙
地区及び 
歩きタバ

コ 

その他 計 

賛成 2 1 16 6 16 27 68 

反対 191 20 291 159 0 127 788 

件数 193 21 307 165 16 154 856 
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よい。②歩きタバコの禁止など吸う方のマナーに関する規制内容に

は賛同。 

   （市の考え方） (１) 受動喫煙は健康に悪影響を及ぼすことが科学的に明らかとなっ  

ております。平成28年度の市民健康調査で、「受動喫煙を有する人

の割合」について、目標値15％とは大きく離れた結果であった。ま

た平成30年度乳幼児健診で661人に行ったアンケート結果では、「屋

内で受動喫煙を受けた場所」としては飲食店が最も多いなどの課題

や「受動喫煙対策の強化に賛成」な人は92.7％であったことを受け、

喫煙対策をより一層推進するために条例を制定することと致しまし

た。 

また、平成31年１月には、改正健康増進法における地方公共団体

の責務に関する事項で「各地方自治体の実情に応じた条例の策定等

を通じた望まない受動喫煙が生じない環境づくり」に努めることと

されております。また、改正健康増進法では「何人も、喫煙する際、

望まない受動喫煙を生じさせることのないよう周囲の状況に配慮し

なければならない」と定めており、改正健康増進法の実効性を高め

るためにも条例を制定し、誰もが健康で暮らせるまちの実現に向け

た環境整備や市民への普及啓発を強化して参ります。  

        (２) 条例の名称につきましては、喫煙者を否定するものではありま

せん。しかしながら、受動喫煙は健康に大きな悪影響を与えること

が明らかとなっており、次世代の喫煙者をつくらないためにも子ど

もを含め、幅広くタバコは健康にとって害があることを幅広く周知

していくために、わかりやすい名称としました。 

        (３) 改正健康増進法では、喫煙可能場所への20歳未満の者の立ち入

りを禁止しております。 

          飲食店につきましては、多くが小規模飲食店と予想されることか

ら、家族が安心して飲食できる店の選択肢を増やすために、条例に

おいては経過措置なしで、大規模飲食店と同様に、原則屋内禁煙ま

たは、国の基準に合った喫煙専用室の設置による環境整備に努めて

いただくようお願いするものです。なお、飲食店が屋外に喫煙所を

設置することにつきましては、規制するものではありません。 

平成22年度に公共施設敷地内禁煙を実施以降、市民の皆様の意識

は高まっており、禁煙のルールが守られております。今回の条例で

追加する公園や屋外体育施設等につきましても、多くの施設では既

に禁煙化に協力して頂いており、子どもが利用する場所などの理由

からも喫煙場所の設置はしないこととしております。なお、たばこ

税は普通税であり、様々な事業に使われるものであるため、市の施

策全般に活用して参ります。 

        (４) 加熱式タバコについては、たばこ事業法に定める製造タバコに
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含まれており、紙巻タバコ同様、タバコ葉を使用しております。国

も「加熱式タバコの主流煙に健康影響を与える有害物質が含まれて

いることは明らかであるが、販売されて間もないこともあり、現時

点までに得られた科学的知見では、加熱式タバコの受動喫煙による

将来の健康影響を予測することは困難で、今後も研究や調査を継続

していくことが必要」としております。また、世界保健機構（ＷＨ

Ｏ）は、「加熱式タバコを含むすべてのタバコ製品は有害あり、他

のタバコ製品と同様、タバコに関する規制の対象とすべき」として

います。飲食店の従業員や子ども等は、自らの意思で受動喫煙を避

けることができないこともあり、加熱式タバコも規制対象に含める

こととしました。 

        (５) 路上禁煙地区や歩きタバコの禁止につきましては、今後、周知

啓発の強化に努めて参ります。 

 

議第102号 多治見市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例を制定するについて 

１ 制定趣旨 

   地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成29年法律第29号）の施行に伴

い、会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する事項を定める。 

 ２ 主な内容 

  (１) フルタイム会計年度任用職員の給与を次のとおり定める。 

   ア 給料 一般職給料表１～２級に準ずる（第６条及び別表第１関係）。 

   イ 手当 地域手当、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間

勤務手当及び退職手当を支給する（第11条～第13条、第15条～第17条及び第21条関係）。 

   ウ 期末手当 期末手当基礎額に100分の72.5を乗じて得た額を６月及び12月に支給する

（第20条関係）。 

(２) パートタイム会計年度任用職員の給与及び費用弁償を次のとおり定める。 

   ア 報酬 

(ア) (１)ア等を基準に、勤務時間に応じた額を月額又は時間額で支給する（第22条

関係）。 

(イ) その他 特殊勤務に係る報酬、時間外勤務に係る報酬、休日勤務に係る報酬、

夜間勤務に係る報酬を支給する（第23条及び第25条～第27条関係）。 

   イ 期末手当 報酬の月額等に100分の72.5を乗じて得た額を６月及び12月に支給する

（第30条関係）。 

   ウ 費用弁償 通勤及び公務のための旅行に係る費用の弁償について規定する（第33条

及び第34条関係）。 

 ３ 施行日 

   令和２年４月１日 

 

【政策の背景及び提案までの経緯（議会基本条例第13条第１号関係）】 
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地方公務員の臨時・非常勤職員が増加し、地方行政の重要な担い手となっている中、臨

時・非常勤職員の適正な任用・勤務条件を確保することが求められている。このことを踏

まえ、地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律が平成29年５月17日に公布され、

令和２年４月１日から施行される。同法により創設された会計年度任用職員の給与及び費

用弁償の額並びにその支給方法については、条例で定めなければならないとされているこ

とから、新たに多治見市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例を制定する。 

【市民参加状況報告（市民参加条例第７条第３項、議会基本条例第13条第４号関係）】 

パブリック・コメント手続 

[案 件] 新制度「会計年度任用職員制度」について 

[実施期間] 令和元年７月23日から同年８月13日まで。 

[寄せられた意見と市の回答] 提出された意見なし。 

 

議第103号 会計年度任用職員制度の導入に伴う関係条例の整備に関する条例を制定するにつ

いて 

 １ 制定趣旨  

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成29年法律第29号）の施行によ

り会計年度任用職員制度が導入されることに伴い、関係条例を整備する。 

 ２ 主な内容 

  (１) 多治見市職員等の旅費に関する条例の一部改正（第 12 条） 

    フルタイム会計年度任用職員に旅費を支給することを規定する（第２条関係）。 

(２) その他次の関係条例について所要の改正を行う。 

ア 多治見市議会議員政治倫理条例の一部改正（第１条） 

イ 多治見市職員による公益通報に関する条例の一部改正（第２条） 

ウ 多治見市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正（第３条） 

エ 多治見市職員定数条例の一部改正（第４条） 

オ 多治見市の公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正（第５条） 

カ 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の一部改正

（第６条） 

キ 多治見市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正（第７条） 

ク 多治見市職員の分限の手続及び効果に関する条例の一部改正（第８条） 

ケ 多治見市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正（第９条） 

コ 多治見市職員の給与に関する条例の一部改正（第 10 条） 

サ 多治見市技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正（第 11 条） 

シ 多治見市職員退職手当に関する条例の一部改正（第 13 条） 

ス 多治見市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正（第 14 条） 

 ３ 施行日 

   令和２年４月１日 

 

議第104号 多治見市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法
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律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨及び内容 

   子ども・子育て支援法の一部を改正する法律（令和元年法律第７号）による行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部改正に伴い、子ど

も・子育て支援法による子育てのための施設等利用給付の支給の事務について、特定個人

情報の庁内連携の対象とする（別表第２関係）。 

 ２ 施行日 

   令和元年10月１日 

 

議第105号 多治見市印鑑条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨 

   住民基本台帳法施行令等の一部改正（平成31年政令第152号）に伴い旧氏での印鑑登録を

可能とするとともに、印鑑登録証明書の性別欄を削除する等の改正を行う。 

 ２ 主な改正内容 

(１) 旧氏での印鑑登録、印鑑登録証明書への旧氏の併記を可能とする（第４条、第６条、

第12条及び第14条関係）。 

(２) 印鑑登録原票への登録事項及び印鑑登録証明書の記載事項から性別を削除する（第

６条及び第14条関係）。 

(３) 印鑑登録証の再交付の規定を再登録の規定に改める（第５条、第８条及び第９条関

係）。 

 ３ 施行日 

   令和元年11月５日 

 

【政策の背景及び提案までの経緯（議会基本条例第13条第１号関係）】 

  １ 旧氏での印鑑登録 

(１) 女性活躍推進の観点から、住民票、個人番号カード等への旧氏の記載が可能とな

るよう、住民基本台帳法施行令等の一部を改正する政令が平成31年４月17日に公布さ

れ、令和元年11月５日から施行されることとなった。 

(２) また、平成31年４月19日付で総務省から、印鑑登録についても旧氏での登録がで

きるようにするため、「印鑑登録証明事務処理要領」の一部改正について通知があった。 

２ 印鑑登録証明書の性別欄削除 

(１) 全国的に性的少数者への理解や配慮を求める動きが広がっており、印鑑証明書の

性別欄を廃止する動きがある。 

(２) 平成28年12月の法務省通知では、性同一性障害に配慮して、印鑑証明書の性別表

記を省略することについて「差し支えない」としている。また、平成29年12月、岐阜

県から、県内市町村に対して、印鑑登録証明書の性別欄削除について検討してほしい

と働きかけがあった。 

３ その他 

印鑑登録証を改める場合は、改めて印影を取り直すなどして、登録し直しとしている
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ため、「再登録」の規定に改める。 

【市民参加状況報告（市民参加条例第７条第３項、議会基本条例第13条第４号関係）】 

パブリック・コメント手続 

[案 件]  多治見市印鑑条例の一部改正について 

[実施期間] 平成31年３月13日から同年４月12日まで。 

      令和元年６月25日から同年７月25日まで。 

[寄せられた意見と市の回答] 提出された意見なし。 

 

議第106号 多治見市職員の給与に関する条例等の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨 

   成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関す

る法律（令和元年法律第37号）の施行に伴い、関係条例の一部を改正する。 

 ２ 主な改正内容 

  (１) 多治見市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部改正（第４条） 

    消防団員の欠格条項から成年被後見人等を削除する（第４条関係）。 

(２) その他次の関係条例について所要の改正を行う。 

ア 多治見市職員の給与に関する条例の一部改正（第１条） 

イ 多治見市職員等の旅費に関する条例の一部改正（第２条） 

ウ 多治見市職員退職手当に関する条例の一部改正（第３条） 

エ 多治見市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正（第５条） 

 ３ 施行日 

  ２(１) 公布の日 

  ２(２) 令和元年12月14日 

 

議第107号 多治見市手数料条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨及び内容 

   建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部改正（令和元年法律第４号）に

伴い、複数の建築物の連携による性能向上計画認定申請手数料を徴収するため、所要の改

正を行う（別表関係）。 

 ２ 施行日 

   一部改正法の施行の日 

 

議第108号 多治見市手数料条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨及び内容 

   地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正（令和元年政令第12号）に伴い、

危険物貯蔵所に係る設置の許可申請手数料の金額を次のとおり改める（別表関係）。    

種類 金額(改正後) 金額(改正前) 引上額 引上率 

設 貯
蔵

浮き屋根式
特定屋外タ

１万 kl～５万
kl 159 万円 158 万円 1 万円 0.63％ 
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置

の

許

可 

所 ンク貯蔵所
及び浮き蓋
付特定屋外
タンク貯蔵
所 

５万 kl～10 万
kl 195 万円 194 万円 1 万円 0.52％ 

10 万 kl～20
万 kl 227 万円 226 万円 1 万円 0.44％ 

 ２ 施行日 

   令和元年10月１日 

 

議第109号 多治見市子どものための教育・保育給付の支給要件に関する条例の一部を改正す

るについて 

 １ 改正趣旨 

   子ども・子育て支援法施行規則の一部改正（令和元年内閣府令第６号）に伴い、所要の

改正を行う。 

 ２ 改正内容 

   子ども・子育て支援法施行規則の一部改正に伴う条ずれについて、引用箇所を改める

（第２条関係）。 

 ３ 施行日 

   令和元年10月１日 

 

議第110号 多治見市特定教育・保育施設等に関する利用者負担額を定める条例の一部を改正

するについて 

 １ 改正趣旨及び内容 

   子ども・子育て支援法の一部改正（令和元年法律第７号）に伴い、「支給認定保護者」を

「教育・保育給付認定保護者」に改める（第２条関係）。 

 ２ 施行日 

   令和元年10月１日 

 

議第111号 多治見市火葬場の設置及び管理に関する条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨及び主な内容 

   多治見市火葬場の利便性の向上を図るため、式場等使用料を次のとおり改正する（別表

第３関係）。 

(１) 式場の貸出時間帯を午後３時から始まる24時間（改正前：午後４時から始まる24時

間）に変更する。 

(２) (１)の貸出時間帯の前後に１時間単位で式場を使用できるよう、使用料区分を新た

に設定する。 

(３) 霊安室使用料を新たに設定する。 

区分 単位 本市の住民 本市の住民以外 

式場（全面使用する場合） １時間までごとに 2,990 円 14,870 円 

式場（一部使用する場合） １時間までごとに 2,130 円 10,620 円 

霊安室 24 時間までごとに 5,090 円 25,470 円 
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後１時間までごとに 220 円 1,070 円 

 ２ 施行日 

   令和元年10月１日 

 

【政策の背景及び提案までの経緯（議会基本条例第13条第１号関係）】 

多治見市火葬場「華立やすらぎの杜」の式場の貸出時間について、利用者から貸出時間

帯変更等の要望があったことから、貸出時間帯を変更し、貸出時間帯の前後に１時間単位

で使用できるよう、使用料区分を新たに設定する。また、霊安室を使用したいとの要望が

あったことから、霊安室の使用料の新規設定を行う。 

【市民参加状況報告（市民参加条例第７条第３項、議会基本条例第13条第４号関係）】 

パブリック・コメント手続 

[案 件] 多治見市火葬場の設置及び管理に関する条例の一部改正について 

[実施期間] 令和元年６月26日から同年７月26日まで。 

[寄せられた意見と市の回答] 提出された意見なし。 

 

議第112号 多治見市営住宅管理条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨 

   老朽化した市営住宅の用途廃止に伴い、所要の改正を行う。 

 ２ 改正内容 

   次の住宅を用途廃止する（別表関係）。 

団地名 建設年度 建設場所 構造 戸数 備考 

高根 昭和35年度 高根町４丁目 簡易耐火構造平家建 ８ 災害住宅 

 ３ 施行日 

   令和元年11月１日 

 

議第113号 多治見市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例の一部を改正するにつ

いて 

 １ 改正趣旨 

   地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正（令和元年法律第26号）により、

所要の改正を行う。 

 ２ 改正内容 

   条例で定めるところにより市長が管理し、及び執行することができる事務に、図書館及

び公民館の設置、管理及び廃止に関することを加える（本則関係）。 

 ３ 施行日 

   公布の日 

 

議第114号 多治見市水道事業給水条例の一部を改正するについて 

 １ 改正趣旨 

   水道法施行令の一部改正（平成31年政令154号）に伴い、所要の改正を行う。 
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 ２ 改正内容 

   水道法施行令の一部改正に伴う条ずれについて、引用箇所を改める（第35条関係）。 

 ３ 施行日 

   令和元年10月１日 

 

議第115号 令和元年度多治見市一般会計補正予算（第２号） 

議第116号 令和元年度多治見市駐車場事業特別会計補正予算（第１号） 

議第117号 令和元年度多治見市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

議第118号 令和元年度多治見市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

議第119号 令和元年度多治見市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

議第120号 令和元年度多治見市下水道事業会計補正予算（第１号） 

議第121号 令和元年度多治見市農業集落排水事業会計補正予算（第１号） 

議第122号 令和元年度多治見市病院事業会計補正予算（第１号）
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務

　
費

犯
罪

被
害

者
等

支
援

関
係

事
業

費
多

治
見

市
犯

罪
被

害
者

等
支

援
条

例
制

定
に

伴
う
交

付
金

（
見

舞
金

）
の

追
加

4
0
0

4
0
0

5
総

　
務

　
費

戸
籍

住
民

基
本

台
帳

関
係

事
務

費
印

鑑
登

録
証

明
書

の
旧

氏
併

記
対

応
に

係
る

シ
ス

テ
ム

改
修

に
伴

う
委

託
料

の
増

額
5
5
0

5
5
0

6
民

　
生

　
費

後
期

高
齢

者
医

療
費

平
成

3
0
年

度
決

算
に

よ
る

療
養

給
付

費
負

担
金

等
の

確
定

に
伴

う
負

担
金

の
増

額
9
,7

1
4

9
,7

1
4

7
民

　
生

　
費

介
護

保
険

料
公

費
負

担
繰

出
金

平
成

3
0
年

度
分

の
低

所
得

者
介

護
保

険
料

軽
減

措
置

に
係

る
国

庫
負

担
金

等
の

追
加

交
付

に
伴

う
繰

出
金

の
増

額
4

3
1

8
民

　
生

　
費

過
年

度
返

還
金

（
福

祉
医

療
）

平
成

3
0
年

度
決

算
に

よ
る

県
補

助
金

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
3
,8

7
1

3
,8

7
1

9
民

　
生

　
費

過
年

度
返

還
金

（
障

害
者

自
立

支
援

）
平

成
3
0
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
及

び
県

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
9
5
,3

8
5

9
5
,3

8
5

1
0

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
障

害
者

自
立

支
援

医
療

）
平

成
3
0
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
及

び
県

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
1
3
,5

5
8

1
3
,5

5
8

番
号

補
正

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

令
　

和
　

元
　

年
　

度
　

一
　

般
　

会
　

計
　

予
　

算
　

（
　

補
　

正
　

第
　

２
　

号
　

）
　

の
　

主
　

要
　

内
　

容

（
 単

位
：
千

円
 ）

款
事

業
名

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

1
1

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
特

別
障

害
者

手
当

等
給

付
費

）
平

成
3
0
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
2
1

2
1

1
2

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
生

活
困

窮
者

自
立

支
援

事
業

費
）

平
成

3
0
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
5
4
2

5
4
2

1
3

民
　

生
　

費
児

童
福

祉
総

務
事

務
費

幼
児

教
育

・
保

育
の

無
償

化
に

係
る

子
ど

も
子

育
て

支
援

事
業

補
助

金
（
国

庫
補

助
金

）
に

伴
う
職

員
手

当
等

の
追

加
1
,4

4
0

1
,4

4
0

1
4

民
　

生
　

費
児

童
手

当
給

付
費

平
成

3
0
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
追

加
交

付
に

伴
う
財

源
更

正
3
2
1

△
 3

2
1

1
5

民
　

生
　

費
子

育
て

支
援

短
期

利
用

事
業

費
利

用
者

数
増

加
に

伴
う
委

託
料

の
増

額
3
0
4

1
0
0

1
5
1

5
3

1
6

民
　

生
　

費
子

育
て

の
た

め
の

施
設

等
利

用
給

付
費

幼
児

教
育

・
保

育
の

無
償

化
に

よ
る

認
可

外
保

育
所

、
預

り
保

育
等

に
係

る
施

設
等

利
用

給
付

費
に

伴
う
扶

助
費

の
追

加
1
2
,9

9
7

9
,7

4
7

3
,2

5
0

1
7

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
児

童
手

当
給

付
費

）
平

成
3
0
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
及

び
県

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
4
,1

9
8

4
,1

9
8

1
8

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
児

童
扶

養
手

当
給

付
費

）
平

成
3
0
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
5
1
7

5
1
7

1
9

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
子

ど
も

・
子

育
て

交
付

金
）

平
成

3
0
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

補
助

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
1
1
,9

2
7

1
1
,9

2
7

2
0

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

整
備

交
付

金
）

平
成

3
0
年

度
決

算
に

係
る

精
華

小
学

校
た

じ
っ

こ
ク

ラ
ブ

プ
レ

ハ
ブ

居
室

増
築

に
係

る
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

整
備

交
付

金
（
国

庫
補

助
金

）
返

還
に

伴
う
償

還
金

の
追

加
3
,6

5
6

3
,6

5
6

2
1

民
　

生
　

費
職

員
人

件
費

広
域

入
所

児
童

受
入

に
係

る
負

担
金

の
減

額
に

伴
う
財

源
更

正
△

 5
4

5
4

2
2

民
　

生
　

費
保

育
所

管
理

費
給

食
（
主

食
費

）
の

一
般

会
計

予
算

化
に

伴
う
需

用
費

（
賄

材
料

費
）
の

増
額

2
,6

9
4

1
8
,3

0
0

△
 1

5
,6

0
6

補
正

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

款
事

業
名

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
番

号
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

2
3

民
　

生
　

費
私

立
保

育
所

児
童

運
営

費

幼
児

教
育

・
保

育
の

無
償

化
に

よ
る

施
設

型
給

付
認

定
こ

ど
も

園
に

係
る

保
育

料
（
利

用
者

負
担

分
）
減

額
に

伴
う
負

担
金

の
増

額
私

立
保

育
園

の
副

食
費

加
算

分
（
減

免
分

）
に

係
る

運
営

費
増

額
に

伴
う
委

託
料

の
増

額

3
3
,1

5
8

4
0
,8

5
5

△
 2

1
,4

1
5

1
3
,7

1
8

2
4

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
保

育
）

平
成

3
0
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
及

び
県

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
1
,5

0
9

1
,5

0
9

2
5

民
　

生
　

費
保

育
所

施
設

型
給

付
費

幼
児

教
育

・
保

育
の

無
償

化
に

よ
る

公
立

保
育

所
の

保
育

料
（
利

用
者

負
担

分
）
減

額
に

伴
う
扶

助
費

の
増

額
9
6
,7

5
7

9
6
,7

5
7

2
6

民
　

生
　

費
母

子
生

活
支

援
施

設
措

置
費

平
成

3
0
年

度
決

算
に

よ
る

児
童

入
所

施
設

措
置

費
等

に
係

る
国

庫
負

担
金

及
び

県
負

担
金

の
追

加
交

付
に

伴
う
財

源
更

正
3
1
6

△
 3

1
6

2
7

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
母

子
）

平
成

3
0
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

補
助

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
4
,2

6
3

4
,2

6
3

2
8

民
　

生
　

費
生

活
保

護
適

正
実

施
事

業
費

生
活

保
護

基
幹

事
務

シ
ス

テ
ム

改
修

（
進

学
準

備
給

付
金

に
係

る
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
情

報
連

携
等

の
改

修
）
に

伴
う
委

託
料

の
増

額
1
,2

3
2

7
1
5

5
1
7

2
9

民
　

生
　

費
被

保
護

者
生

活
実

態
調

査
費

「
2
0
1
9
年

家
庭

の
生

活
実

態
及

び
生

活
意

識
に

関
す

る
調

査
」
の

社
会

保
障

生
計

調
査

に
伴

う
報

酬
の

増
額

1
1

3
0

民
　

生
　

費
過

年
度

返
還

金
（
生

活
保

護
扶

助
費

）
平

成
3
0
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
3
0
,1

7
3

3
0
,1

7
3

3
1

衛
　

生
　

費
未

熟
児

養
育

医
療

給
付

費

平
成

3
0
年

度
決

算
に

よ
る

国
庫

負
担

金
及

び
県

負
担

金
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
在

留
資

格
の

な
い

外
国

人
が

出
産

し
た

未
熟

児
の

死
亡

に
よ

る
未

熟
児

療
育

医
療

給
付

費
の

減
額

に
伴

う
扶

助
費

の
減

額

△
 1

2
,2

3
0

△
 1

5
,0

0
0

2
,7

7
0

3
2

衛
　

生
　

費
地

球
温

暖
化

対
策

地
域

推
進

計
画

関
係

費

二
酸

化
炭

素
排

出
対

策
事

業
等

補
助

金
（
定

額
補

助
）
を

活
用

し
た

移
動

体
蓄

電
池

シ
ェ

ア
に

よ
る

地
域

循
環

共
生

圏
構

築
事

業
に

係
る

実
現

可
能

性
調

査
に

伴
う
委

託
料

の
増

額
9
,9

0
0

9
,9

0
0

補
正

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

款
事

業
名

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
番

号



25 

 

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

3
3

衛
　

生
　

費
病

院
事

業
会

計
補

助
金

病
院

事
業

会
計

補
正

予
算

に
伴

う
補

助
金

の
追

加
1
7
0
,0

0
0

1
7
0
,0

0
0

3
4

衛
　

生
　

費
焼

却
施

設
等

運
営

費
平

成
3
0
年

度
下

水
道

汚
泥

焼
却

費
用

精
算

に
よ

る
下

水
道

事
業

会
計

か
ら

の
受

託
事

業
収

入
に

伴
う
財

源
更

正
1
2
,2

0
4

△
 1

2
,2

0
4

3
5

労
　

働
　

費
勤

労
者

セ
ン

タ
ー

管
理

費
暖

房
設

備
部

品
取

替
え

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
3
9
6

3
9
6

3
6

農
林

水
産

業
費

土
地

改
良

維
持

管
理

適
正

化
事

業
費

土
地

改
良

施
設

維
持

管
理

適
正

化
事

業
に

よ
る

大
針

町
地

内
農

業
用

排
水

路
補

修
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
追

加
5
,7

8
4

4
,3

3
3

1
,4

5
1

3
7

農
林

水
産

業
費

た
め

池
等

整
備

事
業

費
た

め
池

（
赤

坂
町

三
号

池
、

高
田

町
下

野
た

め
池

）
整

備
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
1
4
,6

0
0

1
4
,6

0
0

3
8

農
林

水
産

業
費

市
営

た
め

池
整

備
事

業
費

た
め

池
に

係
る

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
作

成
に

伴
う
委

託
料

の
追

加
4
,0

0
0

4
,0

0
0

3
9

土
　

木
　

費
道

路
橋

り
ょ

う
維

持
費

多
治

見
駅

南
北

自
由

通
路

監
視

カ
メ

ラ
更

新
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
4
,0

0
0

4
,0

0
0

4
0

土
　

木
　

費
道

路
改

良
事

業
費

（
単

独
）

地
方

独
立

行
政

法
人

県
立

多
治

見
病

院
か

ら
の

受
託

事
業

（
病

院
進

入
路

の
側

溝
整

備
）
に

伴
う
工

事
請

負
費

等
の

増
額

1
3
,1

2
0

1
3
,1

2
0

4
1

土
　

木
　

費
道

路
改

良
県

工
事

負
担

金
県

道
等

に
係

る
岐

阜
県

施
工

費
変

動
に

伴
う
負

担
金

の
増

額
5
,9

7
0

5
,9

7
0

4
2

土
　

木
　

費
急

傾
斜

地
崩

壊
対

策
事

業
費

喜
多

町
急

傾
斜

地
崩

壊
対

策
工

事
に

係
る

測
量

設
計

に
伴

う
委

託
料

の
追

加
6
,3

9
0

6
,3

0
0

9
0

4
3

土
　

木
　

費
駅

南
市

街
地

再
整

備
事

業
費

国
及

び
県

補
助

金
が

当
初

見
込

み
よ

り
上

回
る

こ
と

に
よ

る
市

街
地

再
開

発
事

業
補

助
金

の
増

額
に

伴
う
負

担
金

の
増

額
7
7
,4

4
9

5
0
,9

9
1

2
3
,8

0
0

2
,6

5
8

4
4

土
　

木
　

費
公

園
維

持
管

理
費

滝
呂

北
公

園
ト
イ

レ
の

外
壁

及
び

屋
根

防
水

修
繕

に
伴

う
需

用
費

の
増

額
2
,0

4
1

2
,0

4
1

補
正

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

款
事

業
名

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
番

号
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

4
5

消
　

防
　

費
災

害
出

動
関

係
費

消
防

団
設

備
整

備
費

補
助

金
（
国

庫
補

助
金

）
を

活
用

し
た

エ
ン

ジ
ン

カ
ッ

タ
ー

及
び

油
圧

ジ
ャ

ッ
キ

購
入

に
伴

う
備

品
購

入
費

の
追

加
4
,8

3
2

1
,6

0
9

3
,2

2
3

4
6

教
　

育
　

費
奨

学
基

金
積

立
金

高
校

生
向

け
奨

学
資

金
給

付
事

業
に

供
す

る
寄

附
金

に
伴

う
積

立
金

の
増

額
1
,0

0
0

1
,0

0
0

4
7

教
　

育
　

費
小

学
校

図
書

充
実

費
寄

附
金

採
納

に
伴

う
図

書
購

入
費

の
増

額
5
0
0

5
0
0

4
8

教
　

育
　

費
小

学
校

施
設

改
良

事
業

費

養
正

、
共

栄
、

根
本

及
び

北
栄

小
学

校
に

係
る

校
舎

棟
・
体

育
館

ト
イ

レ
改

修
（
洋

式
化

）
に

伴
う
工

事
請

負
費

及
び

本
年

度
・
次

年
度

予
定

校
の

設
計

業
務

に
伴

う
委

託
料

の
増

額
昭

和
小

学
校

防
火

シ
ャ

ッ
タ

ー
取

替
工

事
及

び
小

学
校

遊
具

等
設

置
工

事
等

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
増

額

2
9
2
,6

1
9

9
5
,3

4
8

1
7
1
,3

0
0

2
5
,9

7
1

4
9

教
　

育
　

費
小

学
校

耐
震

補
強

事
業

費
昭

和
小

学
校

非
構

造
部

材
耐

震
補

強
工

事
（
ア

ス
ベ

ス
ト
除

去
含

む
）
に

伴
う

工
事

請
負

費
の

追
加

2
2
5
,6

0
0

7
5
,2

0
0

1
5
0
,4

0
0

5
0

教
　

育
　

費
小

泉
小

学
校

建
替

事
業

費
（
単

独
分

）
仮

設
教

室
に

係
る

追
加

対
応

に
伴

う
工

事
請

負
費

等
の

増
額

1
,5

0
0

1
,5

0
0

5
1

教
　

育
　

費
小

学
校

空
調

機
整

備
事

業
費

根
本

小
学

校
校

長
室

、
職

員
室

等
の

空
調

機
更

新
整

備
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
追

加
3
3
,3

0
0

2
,0

3
0

3
,0

0
0

2
8
,2

7
0

5
2

教
　

育
　

費
中

学
校

管
理

費
消

防
設

備
点

検
に

基
づ

く
需

用
費

の
増

額
1
,8

0
7

1
,8

0
7

5
3

教
　

育
　

費
中

学
校

施
設

改
良

事
業

費
南

姫
中

学
校

に
係

る
校

舎
棟

・
体

育
館

ト
イ

レ
改

修
（
洋

式
化

）
に

伴
う
工

事
請

負
費

及
び

次
年

度
予

定
校

の
設

計
業

務
に

伴
う
委

託
料

の
増

額
陶

都
中

学
校

プ
ー

ル
配

管
更

新
工

事
に

伴
う
工

事
請

負
費

の
増

額
5
2
,8

0
1

1
7
,7

6
6

1
8
,1

0
0

1
6
,9

3
5

5
4

教
　

育
　

費
中

学
校

空
調

機
整

備
事

業
費

平
和

中
学

校
及

び
南

ケ
丘

中
学

校
に

係
る

校
長

室
、

職
員

室
等

の
空

調
機

更
新

整
備

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
追

加
5
1
,8

0
0

6
,3

4
5

9
,4

0
0

3
6
,0

5
5

5
5

教
　

育
　

費
幼

稚
園

管
理

費
幼

児
教

育
・
保

育
の

無
償

化
に

よ
る

公
立

幼
稚

園
の

副
食

費
補

足
給

付
に

伴
う

負
担

金
の

追
加

旧
精

華
・
愛

児
幼

稚
園

借
地

料
に

係
る

賃
借

料
の

増
額

4
,2

4
2

4
,2

4
2

補
正

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

款
事

業
名

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
番

号
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国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

5
6

教
　

育
　

費
私

立
幼

稚
園

就
園

奨
励

事
業

費
幼

児
教

育
・
保

育
の

無
償

化
に

よ
る

私
立

幼
稚

園
就

園
奨

励
費

の
廃

止
に

伴
う

補
助

金
の

減
額

△
 5

1
,9

8
3

△
 1

6
,4

6
2

△
 3

5
,5

2
1

5
7

教
　

育
　

費
広

域
幼

稚
園

等
児

童
運

営
費

幼
児

教
育

・
保

育
の

無
償

化
に

よ
る

認
定

こ
ど

も
園

及
び

幼
稚

園
の

利
用

者
負

担
分

の
減

額
に

伴
う
負

担
金

の
増

額
3
5
0

2
6
1

8
9

5
8

教
　

育
　

費
私

立
幼

稚
園

等
児

童
運

営
費

幼
児

教
育

・
保

育
の

無
償

化
に

よ
る

認
定

こ
ど

も
園

の
利

用
者

負
担

分
の

減
額

及
び

令
和

元
年

度
か

ら
の

認
定

こ
ど

も
園

移
行

に
よ

る
加

配
加

算
額

の
増

額
に

伴
う
負

担
金

の
増

額
2
6
,2

3
3

1
8
,2

1
0

8
,0

2
3

5
9

教
　

育
　

費
子

育
て

の
た

め
の

施
設

等
利

用
給

付
費

（
私

立
幼

稚
園

分
）

幼
児

教
育

・
保

育
の

無
償

化
に

よ
る

私
立

幼
稚

園
に

係
る

施
設

等
利

用
給

付
費

に
伴

う
負

担
金

の
追

加
1
1
8
,7

3
4

8
9
,0

5
0

2
9
,6

8
4

6
0

教
　

育
　

費
私

立
幼

稚
園

副
食

費
補

足
給

付
事

業
費

幼
児

教
育

・
保

育
の

無
償

化
に

よ
る

私
立

幼
稚

園
の

副
食

費
補

足
給

付
に

伴
う

補
助

金
の

追
加

6
,2

3
7

4
,1

5
8

2
,0

7
9

6
1

教
　

育
　

費
幼

稚
園

施
設

型
給

付
費

幼
児

教
育

・
保

育
の

無
償

化
に

よ
る

公
立

幼
稚

園
の

保
育

料
（
利

用
者

負
担

分
）
減

額
に

伴
う
扶

助
費

の
増

額
1
9
,5

0
9

1
9
,5

0
9

6
2

教
　

育
　

費
旧

精
華

・
愛

児
幼

稚
園

園
舎

解
体

事
業

費
旧

精
華

・
愛

児
幼

稚
園

園
舎

解
体

に
伴

う
委

託
料

及
び

工
事

請
負

費
の

追
加

2
0
,8

5
8

2
0
,8

5
8

6
3

教
　

育
　

費
東

京
２
０
２
０
オ

リ
ン

ピ
ッ

ク
・
パ

ラ
リ
ン

ピ
ッ

ク
関

係
費

聖
火

リ
レ

ー
に

係
る

岐
阜

県
実

行
委

員
会

へ
の

開
催

市
負

担
金

の
追

加
3
,4

7
6

3
,4

7
6

1
,4

8
2
,1

6
2

3
8
7
,0

0
4

3
8
2
,3

0
0

3
8
,0

3
9

6
7
4
,8

1
9

補
正

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

合
　

　
　

　
　

計
　

（
補

正
額

総
額

）

款
事

業
名

事
　

　
　

業
　

　
　

内
　

　
　

容
番

号
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令
和

元
年

度
　

　
　

一
 般

 会
 計

 税
 等

 内
 訳

 一
 覧

 表
  

  
  

  
　

（ 
補

 正
 第

 ２
 号

 ）

金
額

１
市

税

２
地

方
譲

与
税

自
動

車
重

量
譲

与
税

地
方

揮
発

油
譲

与
税

３
利

子
割

交
付

金

４
配

当
割

交
付

金

５
株

式
等

譲
渡

所
得

割
交

付
金

６
地

方
消

費
税

交
付

金

７
ゴ

ル
フ

場
利

用
税

交
付

金

８
国

有
提

供
施

設
等

所
在

市
町

村
助

成
交

付
金

９
自

動
車

取
得

税
交

付
金

10
地

方
特

例
交

付
金

子
ど

も
・

子
育

て
支

援
臨

時
交

付
金

17
1,

11
5

11
地

方
交

付
税

普
通

交
付

税

特
別

交
付

税

12
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

19
繰

入
金

財
政

調
整

基
金

繰
入

金

20
繰

越
金

50
3,

70
4

21
諸

収
入

市
預

金
利

子

22
市

債
臨

時
財

政
対

策
債

 
そ

の
他

一
般

財
源

67
4,

81
9

（
単

位
：
千

円
）

内
容

合
計



29 

 （
債

務
負

担
行

為
）

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

1
令

和
２
年

度
か

ら
令

和
４
年

度
ま

で
4
5
,9

0
0

2
令

和
２
年

度
2
9
,8

3
5

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源

補
正

前
令

和
２
年

度
1
0
,8

8
3

補
正

後
令

和
２
年

度
か

ら
令

和
４
年

度
ま

で
3
2
,6

4
9

小
泉

交
流

セ
ン

タ
ー

指
定

管
理

委
託

4
5
,9

0
0

精
華

交
流

セ
ン

タ
ー

指
定

管
理

委
託

2
9
,8

3
5

事
　

　
　

　
　

業
　

　
　

　
　

名
期

　
　

　
　

　
　

　
　

間
限

　
　

度
　

　
額

財
源

内
訳

財
源

内
訳

（
 単

位
：
千

円
 ）

項
目

番 号
事

　
　

　
　

　
業

　
　

　
　

　
名

期
　

　
　

　
　

　
　

　
間

限
　

　
度

　
　

額

令
  

和
  

元
  

年
  

度
　

　
　

一
　

般
　

会
　

計
　

予
　

算
　

（
　

補
　

正
　

第
　

２
　

号
　

）
　

の
　

主
　

要
　

内
　

容

債
務

負
担

行
為

の
追

加

1
笠

原
児

童
館

管
理

運
営

委
託

1
0
,8

8
3

3
2
,6

4
9

債
務

負
担

行
為

の
変

更

項
目

番 号
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特
別

会
計

の
主

な
事

業
内

容

議
 第

11
6
号

国
県

支
出

金
市

　
債

そ
の

他
繰

越
金

1
駐

車
場

施
設

整
備

費
豊

岡
駐

車
場

に
お

け
る

高
圧

受
変

電
設

備
取

替
工

事
及

び
防

犯
カ

メ
ラ

設
備

取
替

工
事

に
伴

う
工

事
請

負
費

の
追

加
1
3
,8

6
0

1
3
,8

6
0

議
 第

11
7
号

国
県

支
出

金
市

　
債

そ
の

他
繰

越
金

1
特

定
健

康
診

査
・
保

健
指

導
負

担
金

還
付

金
平

成
3
0
年

度
決

算
に

よ
る

特
定

健
康

診
査

・
保

健
指

導
負

担
金

の
確

定
に

伴
う

過
年

度
還

付
金

の
追

加
1
,1

1
8

2
国

民
健

康
保

険
保

険
給

付
費

等
交

付
金

返
還

金
平

成
3
0
年

度
決

算
に

よ
る

国
民

健
康

保
険

保
険

給
付

費
等

交
付

金
（
普

通
交

付
金

）
の

返
還

に
伴

う
償

還
金

の
追

加
8
7
,8

9
8

8
9
,0

1
6

合
　

　
　

　
　

　
計

8
9
,0

1
6

（
 単

位
：
千

円
 ）

会
　

計
　

名
番

号
事

　
　

　
業

　
　

　
名

事
　

　
業

　
　

内
　

　
容

補
正

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

駐
車

場
事

業
特

別
会

計
（

補
正

第
１

号
）

1
3
,8

6
0

合
　

　
　

　
　

　
計

1
3
,8

6
0

（
 単

位
：
千

円
 ）

会
　

計
　

名
番

号
事

　
　

　
業

　
　

　
名

事
　

　
業

　
　

内
　

　
容

補
正

額
財

　
　

　
源

　
　

　
内

　
　

　
訳

8
7
,8

9
8

国
民

健
康

保
険

事
業

特
別

会
計

（
補

正
第

１
号

）

1
,1

1
8
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 特
別

会
計

の
主

な
事

業
内

容

議
 第

11
8
号

国
県

支
出

金
市

　
債

そ
の

他
繰

越
金

1
介

護
給

付
費

準
備

基
金

積
立

金
平

成
3
0
年

度
決

算
に

よ
る

決
算

剰
余

金
（国

県
返

還
財

源
控

除
後

）及
び

社
会

保
険

診
療

報
酬

支
払

基
金

追
加

交
付

等
に

伴
う

介
護

給
付

費
準

備
基

金
へ

の
積

立
金

の
増

額

交
付

金
  

2
5
6

繰
入

金
　

  
 4

2
5
6,

6
4
6

2
国

庫
支

出
金

過
年

度
還

付
金

（介
護

給
付

費
負

担
金

）
平

成
3
0
年

度
決

算
に

よ
る

介
護

給
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議第123号 損害賠償の額を定めるについて 

  本市が譲渡した多治見市笠原町字森下1647番337外１筆の土地につき、その土地の瑕疵によ

る損害賠償額を定める。 

１ 損害賠償金 一金 3,240,000円 

２ 賠償先 愛知県岡崎市中島町字川田30番地 

      有限会社 高木圧送  

代表取締役 髙木 京子 

 

 【損害賠償の経緯】 

平成30年３月23日、有限会社 高木圧送（以下「相手方」という。）に対し、本件に係る

土地（以下「本件土地」という。）を売却した。 

平成30年６月22日、相手方から、本件土地から産業廃棄物が出たとの連絡があり、現地

確認を行ったところ、大量のタイル屑
くず

が混じった土及びコンクリート殻が掘り出されてい

ることを確認した。 

市の瑕疵担保責任について、弁護士に相談したほか、過去の事例及び判例を調査した結

果、賠償責任を免れないとの結論に至った。 

賠償額や今後の瑕疵担保責任を負わないことなどの条件について、相手方の合意が得ら

れたことから示談を締結することとしたもの。 

 

議第124号 損害賠償の額を定めるについて 

平成31年２月６日午前11時頃、市内金岡町４丁目地内の陶都通りにおいて、本市職員（環

境課所属）の運転する公用車が西進中、右車線に車線変更しようとした際、後続の車両に気

づきハンドルを戻したところ、信号停止中の軽乗用車に追突し、運転者に頚部挫傷を負わせ

るとともに、同車両を損傷させ、損害を与えた。 

これに対する損害賠償額を1,669,518円と定める。 

〔過失割合：市側100％、相手側０％〕 

 

議第125号 指定管理者の指定について 

次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市旭ケ丘保育園 

２ 指定管理者の名称等 多治見市幸町７丁目２番地の２ 

社会福祉法人前畑育英会 

理事長 坂﨑 義雄 

３ 指定期間 令和２年４月１日から令和７年３月31日まで（５年間） 

 

 選定結果 

候補団体 社会福祉法人前畑育英会 

現在の指定管

理者 
社会福祉法人前畑育英会 
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評価 

評価項目 配点 得点 

１．提案書全体について 20 17 

２．業務内容について 50 50 

３．収支予算書について 5 4.5 

４．指定管理者候補団体について 20 18.5 

５．その他（関係機関との連携） 5 5 

評価合計点 
100 95 

最低基準点 60点 

非公募理由 

次の理由により非公募とした（多治見市公の施設に係る指定管理者の指

定手続等に関する条例施行規則（平成16年規則第62号）第２条第３項第５

号に該当）。 

(１) 現在の指定管理者の管理状況が極めて良好である。 

Ｈ27年度評価 90点・極めて良好 

Ｈ28年度評価 89点・極めて良好 

Ｈ29年度評価 89点・極めて良好 

(２) 引き続き指定することで、これまでの保育運営のノウハウを生か

し、サービスの向上に寄与すると認められる。 

(３) 非公募による選定は、１回目である。 

指定管理料 

毎年度国が定める年齢ごとの公定価格（保育単価相当額）にその月の在籍

児童数を乗じた額、事務職員雇上費加算額、主任保育士専任加算額、冷暖

房費加算額及び市が定める特別保育に係る補助金相当額を合算した額 

債務負担額 

毎年度国が定める年齢ごとの公定価格（保育単価相当額）にその月の在籍

児童数を乗じた額、事務職員雇上費加算額、主任保育士専任加算額、冷暖

房費加算額及び市が定める特別保育に係る補助金相当額を合算した額 

 

議第126号 指定管理者の指定について 

次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市駅北ロータリー駐車場 

多治見市駅南ロータリー駐車場 

多治見市駅東原動機付自転車駐車場 

２ 指定管理者の名称等 愛知県名古屋市西区新福寺町１丁目57番地 

蔦井株式会社 

代表取締役社長 熊田 光男 

３ 指定期間 令和２年４月１日から令和５年３月31日まで（３年間） 

 

選定結果 

候補団体 蔦井株式会社 

現在の指定管理者 蔦井株式会社 
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評価 

評価項目 配点 得点 

１．提案内容の妥当性について 80 71 

２．中心市街地活性化や街のにぎわいづくり

に資する事業提案がなされているか 
20 14 

評価合計点 
100 85 

最低基準点 60点 

候補団体以外の団体の評価合計点 他の応募団体なし ― 

施設使用料の

支払い 

指定管理者は、毎年度、１年間の利用料金総額から5,000,000円を減じ

て得た額に２割を乗じて得た額を施設使用料として市に支払うものとす

る。 

 

議第127号 指定管理者の指定について 

次の施設について、指定管理者の指定を行うものとする。 

１ 施設の名称 多治見市駅北立体駐車場 

２ 指定管理者の名称等 多治見市本町３丁目80番地 

多治見まちづくり株式会社 

代表取締役 佐藤 金吾 

３ 指定期間 令和２年４月１日から令和５年３月31日まで（３年間） 

 

選定結果 

候補団体 多治見まちづくり株式会社 

現在の指定管理者 多治見まちづくり株式会社 

評価 

評価項目 配点 得点 

１．提案内容の妥当性について 60 55 

２．中心市街地活性化や街のにぎわいづくりに資

する事業提案がなされているか 
40 36 

評価合計点 
100 91 

最低基準点 60点 

非公募理由 

次の理由により非公募とした（多治見市公の施設に係る指定管理者の指

定手続等に関する条例施行規則(平成16年規則第62号)第２条第３項第６号

に該当）。 

(１) 多治見市駅北立体駐車場は、駅北区画整理事業区域内に位置し、そ

の運営が区域内及び周囲の土地利用に大きな影響を与える。中心市街地

の活性化を目的として設立された第三セクターである多治見まちづくり

株式会社がその運営をすることで、区域内のみならず、中心市街地全体

の活性化が期待できる。 
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(２) 多治見まちづくり株式会社が駐車場運営を受託した場合、単に自社

の利益を追求するのではなく、中心市街地の活性化に向け戦略的な料金

設定を行うなど、柔軟な対応が可能であり、収益を確保したときは、そ

の利益はまちづくりの財源となる。 

施設使用料の

支払い 

指定管理者は、施設使用料として、次に掲げる額を市に支払うものとす

る。 

(１) 毎年度33,283,000円 

(２) 当該年度の利用料金収入から(１)に定める額及び施設運営費相当額

25,081,000円を減じて得た額に３割を乗じて得た額 

 

議第128号 町の区域の変更について 

 多治見駅南地区市街地再開発事業に伴い、次のとおり町の区域を変更する。 

変更後の町の区域に含まれる従前の町 変更後の町 

田代町一丁目の一部（37 筆） 本町一丁目 

田代町二丁目の一部（７筆） 

音羽町二丁目の一部（10 筆） 
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議第129号 東濃農業共済事務組合規約の変更について 

１ 変更趣旨及び内容 

 東濃農業共済事務組合が解散した場合においては、中津川市が事務を承継することとす

る（第15条関係）。 

２ 施行期日 

 岐阜県知事の許可のあった日 

 

議第130号 東濃農業共済事務組合の解散について 

  東濃農業共済事務組合の解散について次のとおり定める。 

 １ 解散の期日 

   令和２年３月31日 

２ 解散の理由 

   農業共済事業のより一層の効率化、合理化を目指して、令和２年４月１日に県下全域を

対象とした農業共済組合を設立するため。 

３ 事業の譲渡 

   解散に伴い、東濃農業共済事務組合農業共済条例に基づき行っている残存する共済事業

の全部を岐阜県農業共済組合に譲り渡すものとする。 

 

議第131号 東濃農業共済事務組合の解散に伴う財産処分について 

東濃農業共済事務組合の解散に伴う財産について次のとおり定める。 

東濃農業共済事務組合を解散することに伴い、同組合の財産をすべて岐阜県農業共済組合

へ帰属させるものとする。 

 

議第132号 多治見市教育委員会委員の任命について 

前田 市朗（まえだ いちろう）委員が令和元年９月30日に任期満了となるため、加藤 

智章（かとう ともあき）氏を新たに多治見市教育委員会委員に任命する。 

【参考】 

委員数：４人 

職 務：教育委員会の構成員として、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和

31年法律第162号）第21条各号に掲げられた職務権限の適正な行使を担う。 

（多治見市教育委員の職務に関する要綱（平成22年教育委員会告示第31号）第２条） 

 

諮第１号 人権擁護委員の推薦について 

木股 孝一（きまた こういち）委員及び加藤 款（かとう よしみ）委員が令和元年12

月31日に任期満了となるため、両氏を引き続き人権擁護委員として推薦することについて、

議会の意見を求める。 

【参考】 

委員数：10人 

職 務：(１) 自由人権思想に関する啓もう及び宣伝をなすこと。 
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(２) 民間における人権擁護運動の助長に努めること。 

(３) 人権侵犯事件につき、その救済のため、調査及び情報の収集をなし、法

務大臣への報告、関係機関への勧告等適切な処置を講ずること。 

(４) 貧困者に対し訴訟援助その他その人権擁護のため適切な救済方法を講ず

ること。 

(５) その他人権の擁護に努めること。 

（人権擁護委員法（昭和24年法律第139号）第11条） 

 

議第133号 市道路線の廃止及び認定について 

区分 市道の名称 起点と終点 延長 

廃止 211901 線 
多治見市 本町１丁目 ３番１ 地先から 

同  市 栄町１丁目 24 番   地先まで 
265.5m 

認定 211901 線 
多治見市 本町１丁目 91 番  地先から 

同  市 栄町１丁目 24 番  地先まで 
131.5m 

 

議第134号 市道路線の廃止について 

市道の名称 起点と終点 延長 

211927 線 
多治見市 田代町１丁目 101 番   地先から 

同  市 田代町１丁目 106 番   地先まで 
71.0m 

 

議第135号 市道路線の認定について 

市道の名称 起点と終点 延長 

211914 線 
多治見市 田代町１丁目  １番２  地先から 

同  市 田代町１丁目 113 番   地先まで 
52.0m 

 

議第136号 市道路線の認定について 

市道の名称 起点と終点 延長 

211920 線 
多治見市 音羽町２丁目 79 番７   地先から 

同  市 音羽町２丁目 79 番７  地先まで 
80.0m 

＜議第 133～136 号理由＞ 

  多治見駅南地区市街地再開発事業に伴い、路線整理のため２路線を一旦廃止し、３路線を

再認定する。  

 

議第137号 市道路線の廃止及び認定について 

区分 市道の名称 起点と終点 延長 

廃止 860814線 
多治見市 笠原町字平下952番13地先から 

同  市 笠原町字平下948番25地先まで 
536.9m 

認定 860814線 
多治見市 笠原町字平下952番13地先から 

同  市 笠原町字平下948番25地先まで 
480.9m 
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＜議第 137 号理由＞ 

  終点が２箇所ある道路認定を解消するため、現状企業敷地への進入にのみ使われている市

道を廃止し、再認定する。 
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議第 133～136 号関係 
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